
 
 

 

 

2018 年 5 月 1日 

 

 

積水ハウス・リート投資法人と積水ハウス・レジデンシャル投資法人との間の吸収合併に係る 

投資信託及び投資法人に関する法律第149条の10第1項並びに投資信託 

及び投資法人に関する法律施行規則第195条に規定する書類 

 

東京都港区赤坂四丁目 15 番 1号 

積水ハウス・リート投資法人 

執行役員 井上 順一 

 

積水ハウス・リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、積水ハウス・レジデンシ

ャル投資法人（以下「SHI」といいます。）との間で、2018年1月24日付合併契約書に基づき、2018

年5月1日をもって本投資法人を吸収合併存続法人、SHIを吸収合併消滅法人とする吸収合併（以下

「本投資法人合併」といいます。）を行いましたので、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和

26年法律第198号、その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）第149条の10第1項

並びに投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成12年総理府令第129号、その後の改正を

含みます。）（以下「投信法施行規則」といいます。）第195条に定める事項を記載した書面を備え

置くことといたします。 

 

1． 吸収合併が効力を生じた日（投信法施行規則第195条第1号） 

 

 2018年5月1日 

 

2． 吸収合併消滅法人における次に掲げる事項（投資法施行規則第195条第2号） 

 

a. 投信法第149条の3の規定による請求に係る手続の経過 

 

SHIは、投信法第149条の3第2項及び社債、株式等の振替に関する法律（平成13年法律第75

号、その後の改正を含みます。）（以下「振替法」といいます。）第233条第2項に基づき、2018

年3月28日付で日本経済新聞により公告を行いました。なお、投信法第149条の3第1項に定め

る反対した投資主による投資口の買取請求はありませんでした。 

 

b. 投信法第149条の3の2の規定による請求に係る手続の経過 

 

SHIは、新投資口予約権を発行していないため、本投資法人合併において投信法第149条の3

の2の規定による手続は行っていません。 

 

c. 投信法第149条の4の規定による手続の経過 

 

SHIは、投信法第149条の4第2項及び同条第3項に基づき、2018年3月28日付で官報及び日本

経済新聞により公告を行いました。なお、同条第2項第3号に定める期間内に、同条第1項に定

める異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

d. 投信法第150条において準用する会社法第784条の2の規定による請求に係る手続の経過 

 



 
 

投信法第150条において準用する会社法第784条の2の規定に基づく、投資主による本投資法

人合併をやめることの請求はありませんでした。 

 

3． 吸収合併存続法人における次に掲げる事項（投信法施行規則第195条第3号） 

 

a. 投信法第149条の8の規定による請求に係る手続の経過 

 

本投資法人は、投信法第149条の8第2項及び振替法第233条第2項に基づき、2018年3月28日

付で日本経済新聞による公告を行いました。なお、投信法第149条の8第1項に定める反対し

た投資主による投資口の買取請求はありませんでした。 

 

b. 投信法第149条の9において準用する投信法第149条の4の規定による手続の経過 

 

本投資法人は、投信法第149条の9において準用する投信法第149条の4第2項及び同条第3項

に基づき、2018年3月28日付で官報及び日本経済新聞により公告を行いました。なお、同条第

2項第3号に定める期間内に、投信法第149条の9において準用する投信法第149条の4第1項に定

める異議を述べた債権者はありませんでした。 

 

c. 投信法第150条において準用する会社法第796条の2の規定による請求に係る手続の経過 

 

投信法第150条において準用する会社法第796条の2の規定に基づく、投資主による本投資法

人合併をやめることの請求はありませんでした。 

 

4． 吸収合併により吸収合併存続法人が吸収合併消滅法人から承継した重要な権利義務に関する

事項（投信法施行規則第195条第4号） 

 

本投資法人は、効力発生日である2018年5月1日において、効力発生日現在におけるSHIの資

産及び負債並びに権利義務の一切を承継しました。その承継した資産及び負債の額は、資産

が243,393,000千円（概算）、負債が112,533,000千円（概算）です。 

 

5． 投信法第149条第1項の規定により吸収合併消滅法人が備え置いた書面又は電磁的記録に記載

又は記録がされた事項（吸収合併契約の内容を除く。）（投信法施行規則第195条第5号） 

 

 別紙記載のとおりです。 

 

6. 投信法第169条第1項の変更の登記をした日（投信法施行規則第195条第6号） 

 

本投資法人は、本投資法人合併について、2018年5月1日付で投信法第169条第1項に定める

吸収合併による変更登記を申請いたしました。 

 

7. 前記に掲げるもののほか、吸収合併に関する重要な事項（投信法施行規則第195条第7号） 

 

a. 本投資法人合併に係る割当ての内容 

 

本投資法人は、2018年4月30日を分割の基準日、2018年5月1日を効力発生日として、投資口

1口を2口とする投資口分割（以下「本投資口分割」といいます。）を行い、本投資法人合併

の効力発生日の前日のSHIの最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主（投信法第149条

の3の規定に基づきその有する投資口の買取りを請求したSHIの投資主（当該買取請求を撤回

した投資主を除きます。）を除き、以下「割当対象投資主」といいます。）の所有するSHI



 
 

の投資口の合計数に1.65を乗じた数の投資口（1,824,091口）を新たに発行し、割当対象投資

主に対して、その所有するSHIの投資口1口につき、本投資口分割後の本投資法人の投資口1.65

口の割合をもって、割当交付いたしました。なお、割当対象投資主に対してSHIの投資口1口

につき本投資法人の投資口1.65口を割り当てることにより、交付すべき投資口の口数に1口未

満の端数が生じます。当該1口未満の端数投資口については、投信法第149条17の規定に基づ

きこれを市場において行う取引により売却し、売却により得られた代金を、端数の生じた割

当対象投資主に対し、その端数に応じて交付いたします。 

また、本投資法人は、SHIの最終期の営業期間（2017年10月1日から2018年4月30日まで）

に係る金銭の分配の代わり金として、SHIの分配可能利益に基づき割当対象投資主又はその

保有する投資口に係る登録投資口質権者に対して同営業期間の金銭の分配額見合いの合併

交付金（本投資法人合併の効力発生日の前日におけるSHIの分配可能利益の額を本投資法人

合併の効力発生日の前日におけるSHIの発行済投資口の総口数から割当対象投資主以外の投

資主が保有する投資口数を控除した口数で除した金額（1円未満切捨て））を、効力発生日

から合理的な期間内に支払う予定です。 

 

b. 出資総額等に関する事項 

 

本投資法人合併により、本投資法人の出資総額の額は変動しません。また、出資剰余金の

額は128,598,000千円増加いたしました。 

 

c. 本投資法人における合併手続 

 

本投資法人合併にあたって、本投資法人は2018年3月27日に投資主総会を開催し、投信法第

149条の7第1項に定める投資主総会の承認を受けました。 

 

d. SHIにおける合併手続 

 

本投資法人合併にあたって、SHIは2018年3月27日に投資主総会を開催し、投信法第149条の

2第1項に定める投資主総会の承認を受けました。 

以上 

 



 
 

別紙 

 

投信法第 149 条第 1項の規定により吸収合併消滅法人が備え置いた書面又は電磁的記録に記載又

は記録がされた事項（吸収合併契約の内容を除く。）（投信法施行規則第 195 条第 5 号） 

 

（次貢以降に添付） 
 



 
 

 

 

平成 30 年３月 12 日 

 

 

積水ハウス・レジデンシャル投資法人と積水ハウス・リート投資法人の間の吸収合併に係る 

投資信託及び投資法人に関する法律第149条第１項に規定する書類 

 

東京都港区南青山三丁目１番 31 号 

積水ハウス・レジデンシャル投資法人 

執行役員 南 修 

 

積水ハウス・レジデンシャル投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、積水ハウス・リ

ート投資法人（以下「SHR」といい、本投資法人と併せて「両投資法人」といいます。）との間で、

平成30年１月24日付合併契約書（以下「本投資法人合併契約」といいます。）を締結し、平成30

年５月１日を合併の効力が生ずる日（以下「効力発生日」といいます。）とする吸収合併（以下「本

投資法人合併」といいます。）を行うことといたしましたので、投資信託及び投資法人に関する法

律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以下「投信法」といいます。）第149条第

１項並びに投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成12年総理府令第129号。その後の改

正を含みます。）（以下「投信法施行規則」といいます。）第193条の定めに従い、以下のとおり、

吸収合併契約の内容その他内閣府令で定める事項を記載した書面（以下「本書面」といいます。）

を備え置くことといたします。 

 

１． 吸収合併契約の内容（投信法第149条第１項柱書） 

 

本投資法人合併契約の内容は別紙１記載のとおりです。 

 

２． 合併対価の相当性に関する事項（投信法施行規則第193条第１項第１号及び同条第３項） 

 

a. 合併対価の総計（投資口の総数及び金銭の総額をいいます。）の相当性に関する事項（投

信法施行規則第193条第３項第１号） 

 

下記d.をご参照ください。 

 

b. 吸収合併存続法人と吸収合併消滅法人とが共通支配下関係（投資法人の計算に関する規則

（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みます。）（以下「投資法人計算規則」と

いいます。）第２条第２項第４号に規定する共通支配下関係をいいます。以下同じです。）

にあるときは、当該吸収合併消滅法人の投資主（当該吸収合併消滅法人と共通支配下関係

にある投資主を除きます。）の利益を害さないように留意した事項（投信法施行規則第193

条第３項第２号） 

 

該当事項はありません。 

 

c. 合併対価として金銭を選択した場合にあっては、その旨（投信法施行規則第193条第３項第

３号） 

 

SHRは、本投資法人合併の効力発生日の前日に終了する、本投資法人の規約の一部変更後の

本投資法人の最終期の営業期間に係る金銭の分配の代わり金として、本投資法人の分配可



 
 

能利益に基づき本投資法人の投資主（本投資法人合併の効力発生日の前日の本投資法人の

最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主（投信法第149条の３の規定に基づきその有

する投資口の買取りを請求した本投資法人の投資主（当該買取請求を撤回した投資主を除

きます。）を除き、以下「割当対象投資主」といいます。））又はその保有する投資口に

係る登録投資口質権者に対して、その有する本投資口１口につき、同営業期間に係る金銭

の分配額見合いの合併交付金（本投資法人合併の効力発生日の前日における本投資法人の

分配可能利益の額を本投資法人合併の効力発生日の前日における本投資法人の発行済投資

口の総口数から割当対象投資主以外の投資主が保有する投資口数を控除した口数で除した

金額（１円未満切捨て））を、効力発生日から合理的な期間内に支払う予定です。 

 

d. 吸収合併存続法人が吸収合併に際して吸収合併消滅法人の投資主に対して交付するその投

資口に代わる吸収合併存続法人の投資口の口数又はその口数の算定方法及び当該吸収合併

存続法人の出資総額並びに吸収合併消滅法人の投資主に対する吸収合併存続法人の投資口

の割当てに関する事項についての定めの相当性に関する事項（投信法施行規則第193条第１

項第１号、同条第３項柱書、投信法第147条第１項第２号及び第３号） 

 

(a) 吸収合併存続法人が吸収合併に際して吸収合併消滅法人の投資主に対して交付するそ

の投資口に代わる吸収合併存続法人の投資口の口数又はその口数の算定方法及び吸収

合併消滅法人の投資主に対する吸収合併存続法人の投資口の割当てに関する事項につ

いての定めの相当性に関する事項 

 

① 吸収合併消滅法人である本投資法人の投資口１口に割り当てられる吸収合併存続法人

であるSHRの投資口の口数又は金銭の額 

 

 
SHR 

（吸収合併存続法人） 

本投資法人 

（吸収合併消滅法人） 

 

本投資法人合併に係る 

割当ての内容 

 

1 

1.65 

（ご参考：投資口分割考慮前） 

0.825 

 

（注１） SHRは平成30年４月30日を分割の基準日、平成30年５月１日を効力発生日として、投

資口１口を２口とする投資口分割を予定しています（以下「本投資口分割」といいま

す。）。 

（注２） 上記割当ての比率及びSHRが割当交付する新投資口数は、本投資口分割の効力発生を

前提としています。本投資口分割を考慮する前の合併比率は、SHR１に対し、本投資

法人が0.825となります。しかしながら、かかる合併比率では本投資法人の投資口１

口に対して、SHRの投資口0.825口が割当交付されることとなり、交付されるSHRの投

資口の口数が１口未満となる本投資法人の投資主が多数生じることとなります。その

ため、本投資法人の全ての投資主に対し１口以上のSHRの投資口を交付し、本投資法

人合併後も本投資法人の投資主がSHRの投資口を継続して保有することを可能とする

べく、SHRの投資口１口につき２口の割合による投資口の分割を行い、本投資法人の

投資口１口に対して、本投資口分割後のSHRの投資口1.65口を割当交付します。 

（注３） 本投資法人の投資主に対して本投資法人の投資口１口につきSHRの投資口1.65口が割

り当てられることにより、交付すべき投資口の口数に１口未満の端数が生じます。当

該１口未満の端数投資口については、投信法第88条の規定に基づきこれを市場におい

て行う取引により売却し、売却により得られた代金を、端数の生じた投資主に対し、

その端数に応じて交付します。 

 



 
 

② 算定の基礎 

 

 本投資法人はみずほ証券株式会社（以下「みずほ証券」といいます。）を、SHRは野

村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、それぞれ本投資法人合併のため

のフィナンシャル・アドバイザーとして選定し、合併比率の算定を依頼しました。 

 なお、みずほ証券及び野村證券による算定結果の概要は、いずれも本投資口分割考慮

前の数値を記載しています。 

 

 みずほ証券は、両投資法人の財務情報並びに本投資法人合併の諸条件を分析した上で、

両投資法人について、両投資法人の投資口がともに東京証券取引所に上場しており、市

場投資口価格が存在することから市場投資口価格法を、両投資法人とも比較可能な上場

投資法人が複数存在し、類似投資法人比較による投資口価値の類推が可能であることか

ら類似投資法人比較法を、両投資法人の投資主が将来享受する見込みの分配金に基づい

た投資口価値の評価分析手法としての配当割引モデル法（以下「DDM法」といいます。）

を、また、両投資法人の保有不動産の時価を算定に反映させる目的から修正純資産法を

採用して算定を行いました。 

 なお、以下の合併比率の算定レンジは、本投資法人の投資口１口に対して割り当てる

SHRの投資口数の算定レンジを記載したものであります。なお、市場投資口価格法では、

平成30年１月23日（以下「算定基準日」といいます。）を基準として、算定基準日の投

資口価格、算定基準日から遡る１週間、１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の投資口価格

終値の単純平均値を採用しました。みずほ証券の分析の前提条件・免責事項に関する補

足説明の詳細については、本項末尾の（注１）の記載をご参照ください。 

 みずほ証券がDDM法の前提とした両投資法人の将来の利益計画において、大幅な増減

益が見込まれている事業年度はありません。 

 

評価手法 合併比率のレンジ 

市場投資口価格法 0.850 ～ 0.859 

類似投資法人比較法 0.804 ～ 0.968 

DDM法 0.539 ～ 0.988 

修正純資産法 0.781 

 

 野村證券は、両投資法人の投資口がそれぞれ東京証券取引所に上場しており、市場投

資口価格が存在することから市場投資口価格平均法を、両投資法人のいずれも比較可能

な上場投資法人が複数存在し、類似投資法人比較による投資口価値の類推が可能である

ことから類似投資法人比較法を、将来の事業活動の状況を算定に反映するためディスカ

ウンテッド・キャッシュフロー法（以下「DCF法」といいます。）を、また、時価・換

価可能性等による純資産への影響額を算定に反映するため修正時価純資産法を採用し

て算定を行いました。野村證券による算定結果の概要は、以下のとおりであり、合併比

率のレンジは、SHRの投資口１口当たりの投資口価値を１とした場合における本投資法

人の算定レンジを記載したものです。  

 なお、市場投資口価格平均法につきましては、平成30年１月23日を算定基準日として、

算定基準日の終値、算定基準日までの５営業日、算定基準日までの１ヶ月間、算定基準

日までの３ヶ月間及び算定基準日までの６ヶ月間の終値の単純平均値を採用していま

す。野村證券の分析の前提条件・免責事項に関する補足説明の詳細については、本項末

尾の（注２）の記載をご参照ください。 

 野村證券がDCF法の前提とした両投資法人の将来の利益計画において、大幅な増減益

が見込まれている事業年度はありません。 

 



 
 

評価手法 合併比率のレンジ 

市場投資口価格平均法 0.850 ～ 0.859 

類似投資法人比較法 0.801 ～ 1.006 

DCF法 0.785 ～ 0.846 

修正時価純資産法 0.780 

 

 

（注１） みずほ証券は、合併比率の算定に際して、みずほ証券が検討した全ての公開情報及び

両投資法人からみずほ証券に提供され又はみずほ証券が両投資法人と協議した財務

その他の情報で合併比率の算定に際して実質的な根拠となった情報の全てが、正確か

つ完全であることに依拠し、それを前提としています。なお、みずほ証券は、かかる

情報の正確性若しくは完全性につき独自に検証は行っておらず、また、これらを独自

に検証する責任又は義務を負いません。合併比率算定書に記載される内容は、みずほ

証券に提供され又はみずほ証券が両投資法人と協議した情報について、かかる情報を

重大な誤りとする事項があった場合、又は合併比率算定書交付時点で開示されていな

い事実や状況若しくは合併比率算定書交付時点以降に発生した事実や状況（合併比率

算定書交付時点において潜在的に存在した事実で、その後明らかになった事実を含み

ます。）があった場合には、異なる可能性があります。みずほ証券は、各投資法人の

執行役員が、みずほ証券に提供され又はみずほ証券と協議した情報を不完全若しくは

誤解を招くようなものとするような事実を一切認識していないことを前提としてい

ます。さらに、みずほ証券は、各投資法人の資産・負債（デリバティブ取引、簿外資

産・負債その他の偶発債務を含みます。）又は引当につき独自に評価・鑑定を行って

おらず、いかなる評価又は鑑定についても、独自に第三者から提供を受けたことはな

く、また、第三者に要求していません。みずほ証券は、各投資法人の財産又は施設を

検査する義務を負っておらず、また、倒産、破産などに関する法律に基づいて各投資

法人の投資主資本、支払能力又は公正価格についての評価を行っていません。 

 合併比率の算定に際して各投資法人から情報の提供又は開示を受けられず、又は提

供若しくは開示を受けたもののそれが各投資法人の投資口価値に及ぼす影響が現時

点においては不確定なもの、又はその他の方法によってもみずほ証券が評価の基礎と

して使用できなかったものについては、みずほ証券は、みずほ証券が合理的及び適切

と考える仮定を用いています。みずほ証券のかかる仮定が重要な点において事実と異

なることが明らかになった場合に、それが各投資法人の将来の財務状況にどのような

影響を及ぼすかについて、みずほ証券は検証を行っていません。 

 なお、みずほ証券が開示を受けた財務予測その他の将来に関する情報については、

両投資法人の将来の経営成績及び財務状況に関し現時点で得られる最善の予測及び

判断に基づき、各投資法人の執行役員によって合理的に準備・作成若しくは調整され

たことを前提としています。みずほ証券は上記の前提条件及び財務予測並びに事業計

画の実現可能性について独自に検証することなく、これらの前提条件及び財務予測並

びに事業計画に依拠しており、合併比率算定書で言及される分析若しくは予想又はそ

れらの基礎となる仮定に関して何らの見解も表明していません。みずほ証券は、法律、

規制又は税務関連の専門家ではなく、かかる事項については、両投資法人の外部専門

家が行った評価に依拠しています。なお、本投資法人合併は、日本の法人税法上、課

税されない取引であることを前提としています。 

 みずほ証券の算定結果は、みずほ証券が本投資法人の依頼により、本投資法人の役

員会が合併比率を決定するための参考に資することを唯一の目的とし本投資法人に

提出したものであり、当該算定結果は、みずほ証券が合併比率の妥当性について意見

を表明するものではありません。 

（注２） 野村證券は、合併比率の算定に際して、両投資法人から提供を受けた情報及び一般に



 
 

公開された情報等を原則として採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、全て正

確かつ完全なものであることを前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の

検証は行っていません。また、両投資法人の資産又は負債（簿外資産及び負債、その

他偶発債務を含みます。）については、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、

第三者機関への評価、鑑定又は査定の依頼も行っていません。加えて、両投資法人か

ら提出された財務予測（利益計画及びその他の情報を含みます。）については両投資

法人の経営陣により、当該情報提供時点で得られる最善の予測と判断に基づき、合理

的に作成されたことを前提としています。 

 

③ 算定の経緯 

 

 両投資法人は、それぞれ両投資法人の財務実績や資産・負債の状況、今後の事業の見

通し、本投資法人合併によるメリット、両投資法人のフィナンシャル・アドバイザーが

それぞれ行った財務分析の結果等の要因を総合的に勘案し、協議・交渉を慎重に重ねた

結果、上記合併比率が妥当であると判断し、本投資法人合併契約を締結しました。 

 

④ 算定機関との関係 

 

 みずほ証券及び野村證券は、いずれも、両投資法人の投資法人計算規則第67条第４項

に定める関連当事者に該当せず、本投資法人合併に関して記載すべき重要な利害関係を

有しません。 

 

⑤ 公正性を担保するための措置 

 

（ⅰ）合併の是非及び合併比率の検討過程における公正性担保措置 

 

 両投資法人は、本投資法人合併の検討過程において、それぞれ執行役員１名及び

投信法上資産運用会社からの独立性が担保されている監督役員２名により構成され

る各投資法人の役員会に対して、検討状況を適時に報告するとともに、重要な検討

事項については各投資法人の役員会での審議・承認を経ています。 

 また、本投資法人は伊藤 見富法律事務所を、SHRはアンダーソン・毛利・友常法

律事務所を、それぞれ本投資法人合併のためのリーガル・アドバイザーとして選任

し、それぞれ本投資法人合併の手続及び意思決定の方法・過程等について助言を受

けています。 

 

（ⅱ）合併比率の算定における公正性担保措置 

 

 上記②～④に記載のとおり、両投資法人は、それぞれのフィナンシャル・アドバ

イザーに合併比率に関する財務分析を依頼し、その財務分析の結果等の要因を総合

的に勘案して合併比率を決定しました。 

 本投資法人は、本投資法人合併の公正性を担保するため、本投資法人の投資主の

ために独立第三者の算定機関であるみずほ証券から、財務的見地より本投資法人合

併の割当の内容に関して、一定の前提条件のもとで分析を行った合併比率算定書を

取得しています。 

 以上のことから、本投資法人の役員会は、本投資法人合併に関する公正性を担保

するための措置を十分に講じているものと判断しています。 

 一方、SHRは、本投資法人合併の公正性を担保するため、SHRの投資主のために独

立第三者の算定機関である野村證券から、財務的見地より本投資法人合併の割当の

内容に関して、一定の前提条件のもとで分析を行った合併比率算定書を取得してい



 
 

ます。 

 以上のことから、SHRの役員会は、本投資法人合併に関する公正性を担保するため

の措置を十分に講じているものと判断しています。 

 なお、両投資法人は、各フィナンシャル・アドバイザーから合併比率が両投資法

人の投資主にとって財務的見地より妥当である旨の意見書（いわゆるフェアネス・

オピニオン）を取得しているものではありません。 

 

（ⅲ）独立したアドバイザーの起用 

 

 本投資法人は、本投資法人合併の検討に関する助言その他本投資法人合併の実現

に向けた支援を受けるため、合併比率算定を依頼した上記（ⅱ）の独立第三者の算

定機関のほか、SMBC日興証券株式会社（以下「SMBC日興証券」といいます。）を独

立したアドバイザーとして起用しています。なお、本投資法人は、SMBC日興証券か

ら合併比率算定書及びフェアネス・オピニオンを取得しているものではありません。 

 

（b） 吸収合併存続法人の出資総額に関する事項についての定めの相当性に関する事項 

 

    本投資法人合併に際して増加すべきSHRの出資総額及び出資剰余金の額は、以下のとおり

とします。ただし、本投資法人及びSHRは、効力発生日の前日における本投資法人及びSHR

の財産状態を考慮して協議し合意の上、これを変更することができます。 

 

① 出資総額：０円 

② 出資剰余金：投資法人計算規則第22条第１項に定める投資主資本等変動額から上記①

に定める額を減じて得た額 

 

３. 合併対価について参考となるべき事項（投信法施行規則第193条第１項第２号及び同条第４

項） 

 

a. 吸収合併存続法人（SHR）の規約の定め 

 

別紙２記載のとおりです。なお、別紙１の合併契約書に記載のとおり、SHRは投資主総会を

開催して、規約を別紙１の合併契約書別紙7.1（規約変更案）のとおり変更する旨の議案に

つき承認を求めることとされています。 

 

b. 合併対価として交付される投資口の換価の方法に関する事項 

 

(a) 当該投資口を取引する市場 

 

東京証券取引所 不動産投資信託証券市場 

 

(b) 当該投資口の取引の媒介、取次ぎ又は代理を行う者 

 

上記（a）の証券取引所の取引参加者又は会員である証券会社等となります。  

 

c. 合併対価として交付される投資口の市場価格に関する事項 

 

SHRの最近７ヶ月間の月別最高・最低投資口価格（終値）は以下のとおりです。 

 



 
 

月別 平成29年 

８月 

平成29年 

９月 

平成29年 

10月 

平成29年 

11月 

平成29年 

12月 

平成30年 

１月 

平成30年

２月 

最高

（円） 
135,700 134,000 132,300 133,500 135,000 148,500 149,100 

最低

（円） 
133,900 129,400 125,900 123,700 130,000 131,600 141,500 

 

４． 合併対価に係る新投資口予約権の定めの相当性に関する事項（投信法施行規則193条第１項

第２号の２及び同条第５項） 

 

該当事項はありません。 

 

５. 計算書類等に関する事項（投信法施行規則第193条第１項第３号及び同条第６項） 

 

a. 吸収合併存続法人についての次に掲げる事項（投信法施行規則第193条第６項第１号） 

 

（a） 最終営業期間に係る計算書類、資産運用報告及び金銭の分配に係る計算書の内容（投信

法施行規則第193条第６項第１号イ） 

 

  別紙３をご参照下さい。 

 

（b） 最終営業期間の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の投資法人の財産

の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容（投信法施行規則第193条

第６項第１号ロ） 

 

① 本投資法人合併後の存続法人において保有資産の効率的な運用を行うため、本投資法

人の資産運用会社である積水ハウス・アセットマネジメント株式会社（以下「本資産

運用会社」といいます。）は、平成30年１月24日付で、SHRの資産運用会社である積水

ハウス投資顧問株式会社（以下「SHIA」といいます。）との間で、本投資法人合併の

効力発生を停止条件とし、平成30年５月１日を効力発生日として、SHIAを吸収合併存

続会社、本資産運用会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本資産運用会社

合併」といいます。）を行う旨の合併契約を締結しています。 

 

② SHRは、以下のとおり本投資口分割を行うことについて決定しました。 

 

（ⅰ）分割の目的 

 

 本投資法人合併は、SHRを吸収合併存続法人とする吸収合併方式によって行われ、

本投資口分割を考慮する前の合併比率は、SHR1に対し、本投資法人が0.825となりま

す。しかしながら、かかる合併比率では、本投資法人投資口１口に対して、SHRの投

資口0.825口が割当交付されることとなり、交付されるSHRの投資口の口数が１口未

満となる本投資法人の投資主が多数生じることとなります。そのため、本投資法人

の全ての投資主に対し１口以上のSHRの投資口を交付し、本投資法人合併後も本投資

法人の投資主がSHRの投資口を継続して保有することを可能とするべく、SHRの投資

口１口につき２口の割合による投資口の分割を行うこととしました。 

 

（ⅱ） 分割の方法 

 

 本投資法人合併の効力発生日の前日である平成30年４月30日の最終の投資主名簿



 
 

に記載又は記録された投資主の所有する投資口を、１口につき２口の割合をもって

分割します。本投資口分割は、本投資法人合併契約が解除されていないことを条件

として、本投資法人合併の効力発生日である平成30年５月１日において効力を生じ

るものとします。 

 

b. 吸収合併消滅法人についての次に掲げる事項（投信法施行規則第193条第６項第２号） 

 

（a） 吸収合併消滅法人において最終営業期間の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の投資法人の財産の状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容

（投信法施行規則第193条第６項第２号イ） 

 

① 本投資法人合併後の存続法人において保有資産の効率的な運用を行うため、本資産運

用会社は、平成30年１月24日付で、SHIAとの間で、本投資法人合併の効力発生を停止

条件とし、平成30年５月１日を効力発生日として、本資産運用会社合併を行う旨の合

併契約を締結しています。 

 

② 本投資法人は、本投資法人合併に伴い、決算期を現行の３月末日及び９月末日から４

月末日及び10月末日に変更する旨の規約変更に係る議案を、平成30年３月27日開催予

定の投資主総会に上程することを決定しています。当該規約変更に係る議案が投資主

総会において承認された場合には、本投資法人における本投資法人合併の効力発生前

の最終期の営業期間は平成29年10月１日から平成30年４月30日の７ヶ月となります。 

 

③ 本投資法人は、本投資法人合併の効力発生日である平成30年５月１日を取得予定日と

して、積水ハウス株式会社（以下「積水ハウス」といいます。）から住居６物件（プ

ライムメゾン白金台タワー、プライムメゾン大塚、プライムメゾン浅草橋、プライム

メゾン代官山、プライムメゾン御殿山ウエスト及びエスティメゾン豊洲レジデンス

（注））に係る不動産信託受益権の取得を行うことについて、平成30年１月24日付で、

積水ハウスとの間で売買契約を締結しています。本投資法人合併の効力発生後、SHR

が、本投資法人から当該売買契約上の買主の地位及び権利義務の一切を承継し、直ち

に取得を実行する予定です。なお、当該売買契約において、本投資法人合併の効力発

生は、本投資法人による取得予定資産の取得の停止条件とはされていませんが、本投

資法人合併が行われない場合には、本投資法人及び積水ハウスとの間で誠意をもって

対応を協議する旨が規定されています。 

（注）「エスティメゾン豊洲レジデンス」の物件名称は、平成30年３月12日現在におい

て「豊洲レジデンス」ですが、取得後、物件名称のブランド名を「エスティメ

ゾン」に変更する予定のため、変更後の物件名称を記載しています。 

 

④ 本投資法人は、平成30年５月１日を譲渡予定日として、複数の国内の合同会社に対し

住居12物件（エスティメゾン町田、エスティメゾン新川崎、エスティメゾン目黒本町、

エスティメゾン城東、エスティメゾン天神東Ⅰ、エスティメゾン天神東Ⅱ、エスティ

メゾン四条西洞院、エスティメゾン八王子みなみ野、エスティメゾン西中島、エステ

ィメゾン瓦町、エスティメゾン芝浦及びエスティメゾンつつじヶ丘）に係る不動産信

託受益権を譲渡することについて、平成30年１月24日付で、当該譲渡先との間で売買

契約を締結しています。本投資法人合併の効力発生後、SHRが、本投資法人から当該売

買契約上の売主の地位及び権利義務の一切を承継し、直ちに譲渡を実行する予定です。

なお、当該売買契約において、本投資法人合併の効力発生は、本投資法人による譲渡

予定資産の譲渡の停止条件とはされていません。 

 

６. 吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続法人の債務（投信法第149条の４第１



 
 

項の規定により吸収合併について異議を述べることができる債権者に対して負担する債務

に限る。）の履行の見込みに関する事項（投信法施行規則193条第１項第４号） 

 

両投資法人の最終の貸借対照表における資産の額、負債の額、及び純資産の額はそれぞれ下

表のとおりであり、本投資法人合併が効力を生ずる日までに資産及び負債の額に重大な変動は

生じない見込みです。 

 

 資産の額 負債の額 純資産の額 

本投資法人 

（平成29年９月30日現在） 
210,009百万円 108,667 百万円 101,341 百万円 

SHR 

（平成29年10月31日現在） 
207,142百万円 94,327 百万円 112,815 百万円 

 

また、本投資法人合併後のSHRの収益状況について、本投資法人合併後のSHRの負担すべき債

務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されていません。 

以上より、本投資法人合併が効力を生ずる日以後におけるSHRの債務については、履行の見込

みがあると判断しております。 

 

本書面備置開始日後、上記の事項に変更が生じたときは、変更後の当該事項を記載した書面

を速やかに備え置くことといたします。 

以上



 
 

別紙２ 

 

吸収合併存続会社規約 

（次頁以降に添付） 



 
 

 

 

 

 

 

投資法人規約 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

積水ハウス・リート投資法人 

 



 

 1

 

投資法人規約 
 

制定 平成 26 年 9 月 2 日 
改正 平成 26 年 10 月 16 日 
改正 平成 28 年 7 月 28 日 

 

第1章 総則 

 

第 1 条 （商号） 

本投資法人は、積水ハウス・リート投資法人と称し、英文では、Sekisui House Reit, Inc.と表

示する。 
 

第 2 条 （目的） 

本投資法人は､その資産を投資信託及び投資法人に関する法律（昭和 26 年法律第 198 号、

その後の改正を含む。以下「投信法」という。）第 2 条第 1 項に定める特定資産（以下「特

定資産」という。）のうち主として不動産等資産（投資信託及び投資法人に関する法律施

行規則（平成 12 年総理府令第 129 号、その後の改正を含む。以下「投信法施行規則」とい

う。）に定めるものをいう。）に対する投資として運用することを目的とする。 
 

第 3 条 （本店の所在地） 

本投資法人は、本店を東京都港区に置く。 

 

第 4 条 （公告の方法） 

本投資法人の公告は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 
 

 

第2章 投資口 

 

第 5 条 （発行可能投資口総口数等） 

1. 本投資法人の発行可能投資口総口数は、1,000 万口とする。 

2. 本投資法人の投資口の発行価額の総額のうち、国内において募集される投資口の発行価

額の占める割合は、100 分の 50 を超えるものとする。 

3. 本投資法人は、第1項の発行可能投資口総口数の範囲内において、役員会の承認を得て、

その発行する投資口を引き受ける者の募集を行うことができる。当該募集投資口（当該

募集に応じて当該投資口の引受けの申込みをした者に対して割り当てる投資口をい

う。）の発行における 1 口当たりの払込金額は、本投資法人の保有する資産（以下「運
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用資産」という。）の内容に照らし公正な金額として役員会で承認を得て決定した金額

とする。 

 

第 6 条 （投資主の請求による投資口の払戻し及び自己の投資口の取得） 

1. 本投資法人は、投資主の請求による投資口の払戻しを行わない。 

2. 本投資法人は、投資主との合意により本投資法人の投資口を有償で取得することができ

る。 

 

第 7 条 （投資口の取扱に関する事項） 

本投資法人の投資主名簿への記載又は記録、投資主の権利の行使の手続その他の投資口に

関する取扱いの手続及びその手数料については、法令又は本規約のほか、役員会の定める

投資口取扱規程による。 

 

第 8 条 （最低純資産額） 

本投資法人が常時保持する最低限度の純資産額は、5,000万円とする。 

 

 

第3章 投資主総会 

 

第 9 条 （開催及び招集） 

1. 本投資法人の投資主総会は、その開催場所を東京都 23 区内として、平成 30 年 7 月 1 日

及び同日以後遅滞なく招集し、以後、隔年ごとの 7 月 1 日及び同日以後遅滞なく招集す

る。また、必要があるときは随時投資主総会を招集することができる。 

2. 投資主総会を招集するには、投資主総会の日の 2 か月前までに当該日を公告し、当該日

の 2 週間前までに各投資主に対して、書面をもって、又は法令の定めるところに従い、

電磁的方法により通知を発するものとする。ただし、前項第一文の定めに従って開催さ

れた直前の投資主総会の日から 25 か月を経過する前に開催される投資主総会について

は、当該公告をすることを要しない。 

 

第 10 条 （招集者） 

投資主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員が 1 名の場合は当該執行役

員が、執行役員が 2 名以上の場合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員

の 1 名がこれを招集する。 
 

第 11 条 （議長） 

投資主総会の議長は、執行役員が 1 名の場合は当該執行役員が、執行役員が 2 名以上の場

合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員の 1 名がこれにあたる。すべて
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の執行役員に欠員又は事故がある場合は、役員会においてあらかじめ定めた順序に従い、

監督役員の 1 名がこれにあたる。 

 

 

第 12 条 （基準日） 

1. 本投資法人が第 9 条第 1 項第一文の規定に基づき投資主総会を招集する場合には、本投

資法人は、平成 30 年 4 月末日及び以後隔年ごとの 4 月末日における最終の投資主名簿

に記載又は記録された投資主をもって、かかる投資主総会において権利を行使すること

のできる投資主とする。かかる場合のほか、本投資法人は、投資主総会をその直前の決

算期（第 45 条において定義する。以下同じ。）から 3 か月以内の日を投資主総会の日と

して開催する場合、当該決算期の最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主をもっ

て、当該投資主総会において権利を行使することのできる投資主とする。 

2. 前項の規定にかかわらず、本投資法人は、役員会の決議によりあらかじめ公告をして、

一定の日における最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主又は登録投資口質権

者をもって、その権利を行使すべき投資主又は登録投資口質権者とすることができる。 

 

第 13 条 （議決権の代理行使） 

1. 投資主は、本投資法人の議決権を有する他の投資主 1 名を代理人として、その議決権を

行使することができる。 

2. 前項の場合において、当該投資主又は代理人は、投資主総会ごとにその代理権を証する

書面をあらかじめ本投資法人に提出し、又はかかる書面に記載すべき情報を電磁的方法

により提供しなければならない。代理権を証する書面に記載すべき情報を電磁的方法に

より提供しようとする投資主又は代理人は、あらかじめ、本投資法人に対し、その用い

る電磁的方法の種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法による承諾を得なければなら

ない。 

 

第 14 条 （書面による議決権の行使） 

1. 書面による議決権の行使は、投資主が議決権を行使するための書面（以下「議決権行使

書面」という。）に必要な事項を記載し、法令で定める時までに当該記載をした議決権

行使書面を本投資法人に提出して行う。 

2. 前項の規定により書面によって行使した議決権の数は、出席した投資主の議決権の数に

算入する。 

 

第 15 条 （電磁的方法による議決権の行使） 

1. 電磁的方法による議決権の行使は、法令で定めるところにより、本投資法人の承諾を得

て、法令で定める時までに議決権行使書面に記載すべき事項を、電磁的方法により本投

資法人に提供して行う。 
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2. 前項の規定により電磁的方法によって行使した議決権の数は、出席した投資主の議決権

の数に算入する。 

 

第 16 条 （決議の方法） 

投資主総会の決議は、法令又は本規約に別段の定めがある場合を除き、出席した当該投資

主の議決権の過半数をもって行う。 
 

第 17 条 （みなし賛成） 

1. 投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投資主は、そ

の投資主総会に提出された議案（複数の議案が提出された場合において、これらのうち

に相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいずれをも除く。）について賛成する

ものとみなす。 

2. 前項の規定に基づき議案に賛成するものとみなした投資主の有する議決権の数は、出席

した投資主の議決権の数に算入する。 

 

第 18 条 （議事録） 

投資主総会の議事については、議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令で定める

事項を記載した議事録を作成する。 

 

第 19 条 （投資主総会規程） 

投資主総会に関する事項については、法令及び本規約に定めるもののほか、役員会におい

て定める投資主総会規程による。 

 

 

第4章 投資主総会以外の機関 

 

第 20 条 （役員の員数及び役員会の構成） 

本投資法人の執行役員は 1 名以上、監督役員は 2 名以上（ただし、執行役員の員数に 1 を

加えた数以上とする。）とし、執行役員及び監督役員（以下「役員」という。）は、役員

会を構成する。 

 

第 21 条 （役員の選任） 

役員は、投資主総会の決議によって選任する。 

 

第 22 条 （役員の任期） 

1. 役員の任期は、選任後 2 年とする。ただし、投資主総会の決議によって、法令に定める

限度において、その期間を延長又は短縮することを妨げない。また、補欠として又は増
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員のために選任された役員の任期は、前任者又は在任者の残存期間と同一とする。 

2. 補欠の役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議がなされた投資主総会

（当該投資主総会において役員が選任されなかった場合には、役員が選任された直近の

投資主総会）において選任された役員の任期が満了する時までとする。ただし、投資主

総会の決議によってその期間を短縮することを妨げない。 

 

第 23 条 （役員会招集者及び議長） 

1. 役員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、執行役員が 1 名の場合は当該執行役員

が、執行役員が 2 名以上の場合は役員会においてあらかじめ定めた順序に従い執行役員

の 1 名がこれを招集し、その議長となる。 

2. 役員会の招集通知は、役員会の日の 3 日前までに、役員の全員に対して発する。ただし、

役員の全員の同意を得て、招集期間を短縮し、又は招集手続を省略することができる。 

 

第 24 条 （役員会の決議の方法） 

役員会の決議は、法令又は本規約に別段の定めがある場合を除き、議決に加わることので

きる役員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

 

第 25 条 （役員会議事録） 

役員会に関する議事については、議事の経過の要領及びその結果並びにその他法令に定め

る事項を記載又は記録した議事録を作成し、出席した役員が、これに署名若しくは記名押

印又は電子署名する。 

 

第 26 条 （役員会規程） 

役員会に関する事項については、法令及び本規約に定めるもののほか、役員会において定

める役員会規程による。 
 

第 27 条 （役員の賠償責任の免除） 

本投資法人は、投信法第 115 条の 6 第 1 項に定める役員の責任について、当該役員が職務

を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合において、責任の原因となった事実の内容、

当該役員の職務の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認めるときは、法令に定

める限度において、役員会の決議によって免除することができる。 

 

第 28 条 （会計監査人の選任） 

会計監査人は、投資主総会の決議によって選任する。 
 

第 29 条 （会計監査人の任期） 

1. 会計監査人の任期は、就任後 1 年経過後に最初に迎える決算期後に開催される最初の投
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資主総会の終結の時までとする。 

2. 会計監査人は、前項の投資主総会において別段の決議がされなかったときは、当該投資

主総会において再任されたものとみなす。 

 

第 30 条 （会計監査人の賠償責任の免除） 

本投資法人は、投信法第 115 条の 6 第 1 項に定める会計監査人の責任について、当該会計

監査人が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合において、責任の原因となっ

た事実の内容、当該会計監査人の職務の執行の状況その他の事情を勘案して特に必要と認

めるときは、法令に定める限度において、役員会の決議によって免除することができる。 

 

 

第5章 資産運用 

 

第 31 条 （資産運用の基本方針） 

本投資法人は、主として、不動産等（第 32 条第 1 項に定義する。）へ継続的に投資し、そ

の資産を運用する。本投資法人は、投資主やテナント企業をはじめとするすべてのステー

クホルダーと共に発展することを目的とし、中長期にわたる安定した収益の確保と運用資

産の着実な成長を目指した資産運用を通じて、質の高い社会資本の提供と投資主価値の最

大化を目指すものとする。 

 

第 32 条 （資産運用の対象とする資産の種類、目的及び範囲） 

1. 本投資法人は、主として不動産、不動産の賃借権、地上権、これらの資産のみを信託す

る信託の受益権及び投信法施行規則第 221 条の 2 第 1 項に規定する法人（以下「海外不

動産保有法人」という。）の発行済株式（当該発行済株式（当該海外不動産保有法人が

有する自己の株式を除く。）の総数に投信法施行規則第 221 条に規定する率を乗じて得

た数を超えて取得する当該発行済株式に限る。）（以下「不動産等」という。）に投資

を行う。 

2. 本投資法人は、不動産等のほか、次に掲げる特定資産に投資することができる。 

① 信託財産を不動産、不動産の賃借権又は地上権に対する投資として運用するこ

とを目的とする金銭の信託の受益権 

② 当事者の一方が相手方の行う不動産等又は前号に掲げる資産の運用のために出

資を行い、相手方がその出資された財産を主として当該資産に対する投資とし

て運用し、当該運用から生じる利益の分配を行うことを約する契約に係る出資

の持分（以下「不動産に関する匿名組合出資持分」という。） 

③ 信託財産を主として不動産に関する匿名組合出資持分に対する投資として運用

することを目的とする金銭の信託の受益権 
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④ 外国の法令に基づく不動産、不動産の賃借権若しくは地上権又は外国の法令に

準拠して組成された不動産、不動産の賃借権若しくは地上権のみを信託する信

託の受益権若しくは第 1 号から第 3 号までに掲げる資産 

⑤ 優先出資証券（資産の流動化に関する法律（平成 10 年法律第 105 号、その後の

改正を含む。以下「資産流動化法」という。）に定めるものをいう。）（ただ

し、資産の 2 分の 1 を超える額を不動産等又は第 1 号から第 4 号までに掲げる

資産（以下「不動産関連資産」という。）に投資することを目的とするものに

限る。） 

⑥ 受益証券（投信法に定めるものをいう。）（ただし、資産の 2 分の 1 を超える

額を不動産関連資産に投資することを目的とするものに限る。） 

⑦ 投資証券（投信法に定めるものをいう。）（ただし、資産の 2 分の 1 を超える

額を不動産関連資産に投資することを目的とするものに限る。） 

⑧ 特定目的信託の受益証券（資産流動化法に定めるものをいう。）（不動産等、

第1号又は第3号に掲げる資産に該当するもの及び第4号に掲げる資産のうち、

不動産等、第 1 号又は第 2 号に掲げる資産に投資するものを除く。）（ただし、

資産の 2 分の 1 を超える額を不動産関連資産に投資することを目的とするもの

に限る。） 

⑨ 外国の法令に準拠して組成された第 5 号又は第 8 号に掲げる資産と同様の性質

を有する資産（ただし、資産の 2 分の 1 を超える額を不動産関連資産に投資す

ることを目的とするものに限る。） 

⑩ 預金 

⑪ コール･ローン 

⑫ 金銭債権（ただし、第 10 号又は第 11 号に掲げる資産を除く。） 

⑬ 国債証券 

⑭ 地方債証券 

⑮ 特別の法律により法人の発行する債券（金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25

号、その後の改正を含む。以下「金融商品取引法」という。）に定めるものを

いう。） 

⑯ 資産流動化法に定める特定社債券 

⑰ 社債券 

⑱ 株券（外国の法令に準拠した法人に係るものを含む。ただし、実質的に不動産

関連資産に投資することを目的とするもの又は不動産関連資産への投資に付随

し若しくは関連して取得するものに限り、また、第 1 項に定める海外不動産保

有法人に係る株券を除く。） 

⑲ 公社債投資信託の受益証券（投信法に定める証券投資信託の受益証券のうち､第

13 号、第 14 号、第 17 号、第 21 号又は第 22 号に掲げる資産等への投資として

運用することを目的としたものをいう。） 
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⑳ 投信法に定める投資法人債券 

○21  コマーシャル・ペーパー 

○22  外国法人が発行する譲渡性預金証書 

○23  信託財産を第 10 号から第 22 号までに掲げる資産に対する投資として運用する

ことを目的とした金銭の信託の受益権 

㉔ 外国の法令に準拠して組成された前号に掲げる資産と同様の性質を有する資産 

㉕ デリバティブ取引に係る権利（投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平

成 12 年政令第 480 号、その後の改正を含む。以下「投信法施行令」という。）

において定めるものをいう。） 

㉖ 再生可能エネルギー発電設備（投信法施行令第 3 条第 11 号に定めるものをい

う。） 

3. 本投資法人は、第 1 項及び第 2 項に定める特定資産のほか、次に掲げる資産に投資する

ことがある。 

① 商標法（昭和 34 年法律第 127 号、その後の改正を含む。）に定める商標権又は

その専用使用権若しくは通常使用権 

② 温泉法（昭和 23 年法律第 125 号、その後の改正を含む。）に定める温泉の源泉

を利用する権利、観光施設財団抵当法（昭和 43 年法律第 91 号、その後の改正

を含む。）に定める温泉を利用する権利及び慣習法上の権利として認められる

温泉権又は温泉利用権並びに当該温泉に関する設備等 

③ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号、その後の改正を

含む。）に基づく算定割当量その他これに類似するもの、又は排出権（温室効

果ガスに関する排出権を含む。） 

④ 不動産関連資産に付随する器具備品等の民法（明治 29 年法律第 89 号、その後

の改正を含む。以下「民法」という。）上の動産（ただし、第 2 項第 26 号に定

めるものを除く。） 

⑤ 著作権法（昭和 45 年法律第 48 号、その後の改正を含む。）に定める著作権等 

⑥ 民法上の組合の出資持分（ただし、不動産、不動産の賃借権又は地上権を出資

することにより設立され、その賃貸、運営又は管理等を目的としたものに限る。） 

⑦ 地役権 

⑧ 資産流動化法に定める特定出資 

⑨ 会社法（平成 17 年法律第 86 号、その後の改正を含む。）に定める合同会社の

社員たる地位 

⑩ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年法律第 48 号、その後

の改正を含む。）に定める一般社団法人の基金拠出者の地位（基金返還請求権

を含む。） 

⑪ 信託財産として第 1 号から第 10 号に掲げる資産を信託する信託の受益権 

⑫ 各種保険契約に係る権利 
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⑬ 外国の法令に準拠して組成された、第 6 号及び第 8 号から第 12 号までに掲げる

資産と同様の性質を有する資産 

⑭ その他、金融商品取引所等の規則上取得可能なものであり、本投資法人の保有

に係る不動産関連資産の運用に必要又は有用なもの 

4. 金融商品取引法第 2 条第 2 項に定める有価証券表示権利について、当該権利を表示する

有価証券が発行されていない場合においては、当該権利を当該有価証券とみなして、第

1 項から第 3 項までを適用する。 

 

第 33 条 （投資方針） 

1. 本投資法人は、主たる用途がオフィスビル、商業施設及びホテル等の住居以外の事業的

用途に用いられる不動産（以下「商業用不動産」という。）を中心的な投資対象として

位置付ける。 

2. 商業用不動産に係る投資エリアは、主として国内とするが、海外に対しても投資できる

ものとする。 

3. 商業用不動産に係る国内における主たる投資対象地域は、東京 23 区、大阪市及び名古

屋市の三大都市を中核とする三大都市圏（東京圏、大阪圏及び名古屋圏を総称してい

う。）とする。また、商業用不動産に係る海外における主たる投資対象地域は、シンガ

ポール、オーストラリア及びアメリカその他人口増加や経済成長が見込まれる国・地域

とする。 

 

第 34 条 （投資制限） 

1. 本投資法人は、金銭債権及び有価証券（不動産関連資産に該当するものを除く。）への

投資を、安全性及び換金性を重視して行うものとし、積極的な運用益の取得のみを目指

した投資を行わないものとする。 

2. 本投資法人は、第32条第2項第25号に掲げるデリバティブ取引に係る権利への投資を、

本投資法人の運用資産又は負債から生じる為替リスク、価格変動リスク、金利変動リス

クその他のリスクをヘッジすることを目的としてのみ行うものとする。 

3. 本投資法人は、特定不動産（本投資法人が取得する特定資産のうち不動産、不動産の賃

借権若しくは地上権又は不動産の所有権、土地の賃借権若しくは地上権を信託する信託

の受益権をいう。）の価額の合計額の本投資法人の有する特定資産の価額の合計額に占

める割合が 100 分の 75 以上となるよう資産運用を行うものとする。 

 

第 35 条 （収入金等の再投資等） 

本投資法人は、運用資産の売却代金、有価証券に係る利息、配当金及び償還金、利子等、

信託配当、匿名組合出資持分に係る分配金、不動産等の賃料収入その他収入金並びに敷金

及び保証金を投資又は再投資に充当することができる。 
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第 36 条 （組入資産の貸付けの目的及び範囲） 

1. 本投資法人は、中長期的な安定収益の確保を目的として、運用資産に属する不動産（不

動産関連資産の裏付けとなる不動産を含む。）を、原則として賃貸するものとする。 

2. 本投資法人は、不動産の賃貸に際し、敷金又は保証金等これらに類する金銭を収受する

ことがあり、かかる収受した金銭を第 31 条、第 34 条及び前条に従い運用する。 

3. 本投資法人は、運用資産に属する不動産（不動産関連資産の裏付けとなる不動産を含

む。）以外の運用資産の貸付けを行うことがある。 

 

 

第6章 資産評価 

 

第 37 条 （資産評価の原則） 

本投資法人は、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣行に従って運用資産を

評価する。運用資産の評価に際しては、評価結果の信頼性を確保するために、継続性の原

則を遵守して、投資主の利益のために慎重かつ忠実にかかる業務を行うものとする。 

 

第 38 条 （資産評価の基準日） 

本投資法人の資産評価の基準日は、第45条に定める各決算期とする。ただし、有価証券（満

期まで保有する目的で投資した有価証券は除く。）又はその他の特定資産であって、市場

価格に基づく価額をもって評価できる資産については、毎月末とする。 
 

第 39 条 （資産評価の方法及び基準） 

本投資法人の資産評価の方法及び基準は、運用資産の種類ごとに定めるものとし、原則と

して以下のとおりとする。 
①  第 32 条第 1 項に定める不動産等のうち不動産、不動産の賃借権及び地上権、並

びに第 32 条第 2 項第 4 号に定める外国の法令に基づく不動産、不動産の賃借権

及び地上権 

取得価額から減価償却累計額を控除した価額により評価する。なお、建物及び設

備等についての減価償却額の算定方法は定額法による。ただし、本投資法人が

採用する算定方法が正当な事由により適当ではないと判断する場合で、かつ投

資家保護上、問題ないと合理的に判断することができる場合には、他の算定方

法に変更することができるものとする。 

②  第 32 条第 1 項に定める不動産等のうち不動産、不動産の賃借権又は地上権のみ

を信託する信託の受益権及び第 32 条第 2 項第 4 号に定める外国の法令に準拠し

て組成された不動産、不動産の賃借権又は地上権のみを信託する信託の受益権 

信託財産である不動産、不動産の賃借権又は地上権については、取得価額から減

価償却累計額を控除した価額をもって評価する。なお、建物及び設備等の減価
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償却額は、定額法により計算する。ただし、定額法により計算することが、正

当な事由により適当ではなくなった場合で、かつ投資家保護上問題がないと判

断できる場合に限り、他の評価方法により計算することができるものとする。

また、信託財産である金融資産及び負債については、一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準及び慣行に従って評価する。その後、これら信託資産合計

額から信託負債合計額を控除して計算した当該信託の受益権の持分相当額を

もって、当該信託の受益権を評価する。 

③ 第 32 条第 2 項第 1 号に定める信託財産を不動産、不動産の賃借権又は地上権に

対する投資として運用することを目的とする金銭の信託の受益権及び第32条第

2 項第 4 号に定める外国の法令に準拠して組成された第 32 条第 2 項第 1 号に定

める信託財産を不動産、不動産の賃借権又は地上権に対する投資として運用す

ることを目的とする金銭の信託の受益権 

信託資産である不動産、不動産の賃借権又は地上権については、第 1 号に従って

評価し、また、信託財産である金融資産及び負債については、一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準及び慣行に従って評価した後に、これら信託資産

合計額から信託負債合計額を控除して計算した当該信託の受益権の持分相当額

をもって、当該信託の受益権を評価する。 

④ 第 32 条第 2 項第 2 号に定める不動産に関する匿名組合出資持分及び第 32条第 2

項第 4 号に定める外国の法令に準拠して組成された第 32 条第 2 項第 2 号に定め

る不動産に関する匿名組合出資持分 

匿名組合の財産である不動産、不動産の賃借権又は地上権については、第 1 号に

従って評価し、また、匿名組合の財産である金融資産及び負債については、一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣行に従って評価した後に、こ

れら匿名組合の資産合計額から負債合計額を控除して計算した匿名組合の純資

産額の本投資法人の出資持分に相当する金額をもって、匿名組合出資持分を評

価する。 

⑤ 第 32 条第 2 項第 3 号に定める信託財産を主として不動産に関する匿名組合出資

持分に対する投資として運用することを目的とする金銭の信託の受益権及び第

32 条第 2 項第 4 号に定める外国の法令に準拠して組成された第 32 条第 2 項第 3

号に定める不動産に関する匿名組合出資持分に対する投資として運用すること

を目的とする金銭の信託の受益権 

信託財産である匿名組合出資持分について第 4 号に従った評価を行い、金融資産

及び負債については一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣行に

従った評価を行った上で、信託資産の合計額から信託負債の合計額を控除して

当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額により評価する。 

⑥ 有価証券（第 32 条第 1 項に定める海外不動産保有法人に係る株券を含み、前各

号に定めるものを除く。） 
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(1) 金融商品取引所に上場されている有価証券、店頭売買有価証券、その他投資

法人の計算に関する規則（平成 18 年内閣府令第 47 号、その後の改正を含む。

以下「投資法人計算規則」という。）第 6 条第 1 項第 3 号に掲げる有価証券 

時価（公表されている最終価格に基づき算出した価額又はこれに準ずるもの

として合理的な方法により算出した価額）により評価する。 

(2) 上記以外の有価証券 

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣行、その他投資法人計算

規則に従って評価する。 

⑦ 第 32 条第 2 項第 12 号に定める金銭債権 

取得価額から貸倒見積額に基づいて計算した貸倒引当金を控除した額をもって、

金銭債権を評価する。ただし、当該金銭債権を債権金額より低い価額又は高い

価額で取得した場合において、取得価額と債権金額との差額の性格が金利の調

整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定された価額から貸倒引当金

を控除した金額により評価する。 

⑧ 第 32 条第 2 項第 25 号に定めるデリバティブ取引に係る権利 

(1) 金融商品取引所に上場しているデリバティブ取引により生じる債権及び債

務 

当該金融商品取引所の最終価格に基づき算出した価額により評価する。なお、

同日において最終価格がない場合には、同日前直近における最終価格に基づ

き算出した価額より評価する。 

(2) 金融商品取引所の価格のない非上場デリバティブ取引により生じる債権及

び債務 

市場価格に準じるものとして合理的な方法により算定された価額により評

価する。なお、公正な評価額を算定することが極めて困難と認められる場合

には、取得価額により評価する。 

ただし、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣行により、ヘッジ

取引と認められるものについては、ヘッジ会計が適用できるものとする。また、

金融商品に関する会計基準に定める金利スワップの特例処理の要件を充足する

ものについては、金利スワップの特例処理を適用できるものとする。 

⑨ その他 

上記に定めがない場合は、当該資産の種類ごとに、一般社団法人投資信託協会

（以下「投信協会」という。）の評価規則又は一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準及び慣行により付されるべき評価額をもって評価する。 

 

第 40 条 （有価証券届出書、有価証券報告書及び資産運用報告等における価格） 

有価証券届出書、有価証券報告書及び資産運用報告等に価格を記載する目的で、前条と異

なる方法で評価する場合には、次のとおり評価するものとする。 
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① 第 32 条第 1 項に定める不動産等のうち不動産、不動産の賃借権及び地上権、第

32 条第 2 項第 4 号に定める外国の法令に基づく不動産、不動産の賃借権及び地

上権、並びに第 32 条第 1 項に定める海外不動産保有法人が保有する不動産、不

動産の賃借権及び地上権 

原則として、不動産鑑定士による鑑定評価等により求めた価額（当該資産が外

貨建ての場合は、邦貨換算した価額とする。）をもって評価する。 

② 第 32 条第 1 項に定める不動産等のうち不動産、不動産の賃借権又は地上権のみ

を信託する信託の受益権及び第 32 条第 2 項第 1 号に定める信託財産を不動産、

不動産の賃借権又は地上権に対する投資として運用することを目的とする金銭

の信託の受益権並びに第 32 条第 2 項第 4 号に定める外国の法令に準拠して組成

された不動産、不動産の賃借権又は地上権のみを信託する信託の受益権及び第

32 条第 2 項第 1 号に定める信託財産を不動産、不動産の賃借権又は地上権に対

する投資として運用することを目的とする金銭の信託の受益権 

信託財産である不動産、不動産の賃借権又は地上権については、原則として、

不動産鑑定士による鑑定評価等により求めた価額（当該資産が外貨建ての場合

は、邦貨換算した価額とする。）をもって評価し、また、信託財産である金融

資産及び負債については、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣

行に従って評価した後に、これら信託財産合計額から信託負債合計額を控除し

て計算した当該信託の受益権の持分相当額をもって、当該信託の受益権を評価

する。 

③第 32 条第 2 項第 2 号に定める不動産に関する匿名組合出資持分及び第 32 条

第 2 項第 3 号に定める不動産に関する匿名組合出資持分に対する投資として運

用することを目的とする金銭の信託の受益権並びに第 32 条第 2 項第 4 号に定め

る外国の法令に準拠して組成された第 32 条第 2 項第 2 号に定める不動産に関す

る匿名組合出資持分及び第 32 条第 2 項第 3 号に定める不動産に関する匿名組合

出資持分に対する投資として運用することを目的とする金銭の信託の受益権 

匿名組合の財産である不動産、不動産の賃借権又は地上権については、前号に

従った評価を行い、また、匿名組合の財産である金融資産及び負債については、

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準及び慣行に従って評価した後に、

これら匿名組合の資産合計額から負債合計額を控除して計算した匿名組合の純

資産額の本投資法人の出資持分に相当する金額をもって、匿名組合出資持分を

評価する。また、信託財産である匿名組合出資持分については、本号第 1 文に

従った評価を行い、金融資産及び負債については一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準及び慣行に従った評価を行った上で、これら資産の合計額から

負債の合計額を控除して当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額により

評価する。 
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第7章 借入れ及び投資法人債の発行 

 

第 41 条 （借入れ及び投資法人債の発行目的） 

本投資法人は、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性を実現するこ

とを目的とし、次条に定める資金の使途に用いるため、金融商品取引法第 2 条第 3 項第 1

号に定める適格機関投資家（ただし、租税特別措置法（昭和 32 年法律第 26 号、その後の

改正を含む。以下「租税特別措置法」という。）第 67 条の 15 に定める機関投資家に限る。）

からの借入れ及び投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じ。）の発行を行うことが

できる。 

 

第 42 条 （借入金及び投資法人債の発行により調達した資金の使途） 

借入金及び投資法人債の発行により調達した資金の使途は、法令で定められるところに従

い、資産の取得、修繕等、敷金及び保証金の返還、分配金の支払、本投資法人の費用の支

払又は債務の返済（借入金及び投資法人債の債務の履行を含む。）等とする。 

 

第 43 条 （借入金及び投資法人債発行の限度額） 

借入金及び投資法人債発行の限度額は、それぞれ1兆円とし、かつ、その合計額が1兆円を

超えないものとする。 
 

第 44 条 （担保提供） 

本投資法人は、借入れ又は投資法人債の発行に際して、運用資産を担保として提供するこ

とができる。 

 

 

第8章 計算 

 

第 45 条 （営業期間及び決算期） 

本投資法人の営業期間は、毎年5月1日から10月末日まで、及び11月1日から翌年4月末日ま

で（以下、営業期間の末日をそれぞれ「決算期」という。）とする。 

 

第 46 条 （金銭の分配の方針） 

本投資法人は、原則として以下の方針に基づき分配を行うものとする。 

① 投資主に分配する金銭の総額の計算方法 

(1) 本投資法人の利益（以下「分配可能金額」という。）は、決算期の貸借対照

表上の資産合計額から負債合計額を控除した金額（純資産額）から出資総額

及び出資剰余金の合計額（出資総額等）を控除した金額をいい、一般に公正
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妥当と認められる企業会計の基準及び慣行に従い計算されるものとする。 

(2) 本投資法人は、原則として租税特別措置法第 67 条の 15 第 1 項に規定される

本投資法人の配当可能利益の額の 100 分の 90 に相当する金額（法令改正等

により当該金額の計算に変更があった場合には変更後の金額とする。）を超

えて分配するものとする。なお、本投資法人は、運用資産の維持又は価値向

上に必要と認められる長期修繕積立金、分配準備積立金並びにこれらに類す

る積立金及び引当金等のほか必要な金額を積み立て、又は留保その他の処理

を行うことができる。ただし、税務上の欠損金が発生した場合、又は欠損金

の繰越控除により税務上の所得が発生しない場合はこの限りではなく、本投

資法人が合理的に決定する金額とする。 

② 利益を超えた金銭の分配 

本投資法人は、経済環境、不動産市場、賃貸市場等の動向により本投資法人が

適切と判断した場合、又は本投資法人における法人税等の課税の発生を抑える

ことができる場合、本投資法人が決定した金額を、利益を超えた金銭として分

配することができる。利益を超えて投資主に分配される金額は、まず出資剰余

金から控除し、控除しきれない額は出資総額から控除する。 

 

第 47 条 （金銭の分配の方法） 

本投資法人は、決算期現在の最終の投資主名簿に記載又は記録のある投資主又は登録投資

口質権者に対して、その所有口数又は登録投資口質権の対象たる投資口の口数に相当する

金銭の分配を行う。当該分配は、原則として決算期から 3 か月以内に行われる。 

 

第 48 条 （金銭の分配の除斥期間） 

投資主に対する金銭の分配が受領されずにその支払開始の日から満 3 年を経過したときは、

本投資法人はその支払の義務を免れるものとする。なお、金銭の分配の未払金には利息を

付さないものとする。 

 

第 49 条 （投信協会規則） 

本投資法人は、本規約に定めるほか、金銭の分配にあたっては、投信協会の定める規則等

に従うものとする。 

 

 

第9章 費用 

 

第 50 条 （資産運用会社に対する資産運用報酬の支払に関する基準） 

本投資法人が資産の運用を委託する資産運用会社（以下「資産運用会社」という。）に支

払う運用報酬の額又は支払に関する基準は、本規約の一部を構成する別紙に定めるとおり
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とする。 

 

第 51 条 （役員に対する報酬の支払に関する基準） 

各執行役員に対する報酬は、月額 100 万円を上限とし、一般物価動向、賃金動向等に照ら

して役員会が定める金額とし、毎月、当月分を当月末日までに支払うものとする。また、

各監督役員に対する報酬は、月額 50 万円を上限とし、一般物価動向、賃金動向等に照らし

て役員会が定める金額とし、毎月、当月分を当月末日までに支払うものとする。 

 

第 52 条 （会計監査人に対する報酬の支払に関する基準） 

会計監査人に対する報酬は、監査の対象となる決算期ごとに 2,000 万円を上限として役員会

が定める金額とし、当該金額を、毎年 2 月及び 8 月の各末日までにそれまでの 6 か月分を

会計監査人が指定する口座へ振り込む方法により支払う。 

 

 

第10章 業務及び事務の委託 

 

第 53 条 （業務及び事務の委託） 

1. 本投資法人は、投信法第198条に基づき資産の運用に係る業務を資産運用会社に、また、

投信法第 208 条に基づき資産の保管に係る業務を資産保管会社に委託する。 

2. 本投資法人は、その資産の運用及び保管に係る業務以外の業務に係る事務であって、投

信法第 117 条に定める事務を、適宜、役員会が定める第三者に対し委託する。 

 

 

第11章 附則 

 

第 54 条 （消費税及び地方消費税） 

本投資法人は、運用資産の運用その他本投資法人が支払うべき費用・金員のうち、消費税

法（昭和63年法律第108号、その後の改正を含む。）上課税対象項目とされるものに課され

る消費税及び地方消費税等（以下、本条において「消費税等」という。）を負担すること

ができるものとし、この場合、その消費税等相当額を課税対象項目の諸金員に付加して支

払う。なお、本規約記載の金額は、特段の定めがあるものを除き、すべて消費税等抜きの

金額とする。 

 

以 上 
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別紙 資産運用会社に対する運用報酬 

 

制定 平成 26 年 9 月 2 日 

改正 平成 26 年 10 月 16 日 

改正 平成 28 年 7 月 28 日 

 



 

 

別紙 

 

資産運用会社に対する運用報酬 

 

資産運用会社に支払う運用報酬の計算方法及び支払の時期は、以下のとおりとする。な

お、本投資法人は、かかる報酬の金額並びにこれに対する消費税及び地方消費税相当額

を資産運用会社の指定する銀行口座への振込（振込手数料並びに当該振込手数料金額に

係る消費税及び地方消費税は本投資法人の負担とする。）により支払うものとする。 

 

1. 運用報酬①（期中管理報酬①） 

本投資法人の直前決算期における貸借対照表（投信法第 131 条第 2 項に基づき、役員

会の承認を受けたものに限る。）に記載された総資産額に対して、本投資法人及び資産

運用会社が別途合意する料率（ただし、年率 0.5％を上限とする。）を乗じ、対象となる

営業期間の実日数で 1 年を 365 日として日割計算をした金額（円単位未満切捨て）とす

る。 

 

2. 運用報酬②（期中管理報酬②） 

各営業期間について、(i)本投資法人の当該営業期間の運用報酬②控除前の分配可能金

額（損益計算書（投信法第 131 条第 2 項に基づき、役員会の承認を受けたものに限る。

以下同じ。）に記載された税引前当期純利益の額に、当該営業期間の運用報酬②の金額

を加え、繰越欠損金があるときはその金額を補填した後の金額をいう。）を、(ii)当該営

業期間の決算期における発行済投資口の総口数で除した金額に、(iii)運用報酬②控除前の

営業利益（損益計算書に記載された営業利益の額に、当該営業期間の運用報酬②の金額

を加えた後の金額をいう。）と、本投資法人及び資産運用会社が別途合意する料率（た

だし、0.004％を上限とする。）を乗じた金額（円単位未満切捨て。なお、除算は最後に

行い、下限を 0 円とする。）とする。 

 

3. 運用報酬③（取得報酬） 

不動産関連資産の取得にかかわる売買代金額（消費税等及び費用等は含まない。）に

本投資法人及び資産運用会社が別途合意する料率（ただし、0.5％を上限とする。）（な

お、資産運用会社の「利害関係者取引規程」に定める利害関係者からの取得の場合には、

本投資法人及び資産運用会社が別途合意する料率（ただし、0.25％を上限とする。））を

乗じた金額（円単位未満切捨て）とする。 

 

4. 運用報酬④（譲渡報酬） 

不動産関連資産の売却にかかわる売買代金額（消費税等及び費用等は含まない。）に

本投資法人及び資産運用会社が別途合意する料率（ただし、0.5％を上限とする。）（な



 

 

お、資産運用会社の「利害関係者取引規程」に定める利害関係者に対する売却の場合に

は、譲渡報酬は無しとする。）を乗じた金額（円単位未満切捨て）とする。 

 

5. 運用報酬の支払時期 

運用報酬①及び運用報酬②は、本投資法人の当該営業期間にかかる決算期後、3 か月以

内とする。 

運用報酬③は、本投資法人による当該資産の取得の日が属する月の翌月末日までとす

る。 

運用報酬④は、本投資法人による当該資産の売却の日が属する月の翌月末日までとす

る。 



 
 

別紙３ 

 

SHR の最終営業期間に係る計算書類、資産運用報告及び金銭の分配に係る計算書（投信法施行規

則第 193 条第６項第１号イ） 

（次貢以降に添付） 

 

 
























































































